


◎ 【インボイス制度】特集　その１

免税事業者から課税事業者になった場合、消費税の計算期間はいつから？　計算
方法は？

・適格請求書発行事業者の登録申請について

　インボイス制度が始まると「今まで消費税を納付していなかった人が納付しないといけなく

なる」という理解をされている方も多いのですが、影響はそれだけではありません。

　まずは、適格請求書発行事業者（以下、登録事業者）となることで適格請求書の発行対応が

必要になり、手間が増えます。

　次に、免税事業者と取引がある課税事業者は、免税事業者との取引を継続するかを検討する

ことになるでしょう。場合によっては、自社の事業を維持するために取引先である免税事業者

に課税事業者になってもらうよう、説得することも必要になるかもしれません。

　説得としては例えば、建設業の元請会社が下請会社に「下請会社が免税事業者であると、当

社では仕入税額控除ができなくなる」ことを理解してもらうため、勉強会を開催することがあ

げられます。

インボイス制度の影響はとても大きいものだと思います。いま免税事業者の方が
免税事業者のままでいると、どのようなデメリットがあるのか？

　仕事を発注してもらえなくなる可能性があるということが、一番のデメリットでしょう。イ

ンボイス制度が始まると、取引先が登録事業者でない場合、仕入税額控除ができなくなります。

つまり、課税事業者は免税事業者に仕事を発注しづらくなると考えられるのです。

　メリットは、適格請求書の発行が可能になることです。これで、取引先から仕事を発注して

もらう段階において、消費税を理由に弾かれることはなくなるでしょう。

　デメリットは、今まで消費税の納税義務がなかった事業者に消費税の納税義務が生じる点で

す。納税義務があるということは、納税金額の計算を行い、申告書を作成する必要があるとい

うことです。消費税の計算と申告書の作成を自分で行うと手間がかかりますし、税理士に依頼

すると費用がかかります。

取引への影響などを考えると、やはり免税事業者から課税事業者になった方がよ
いのでしょうか。

　免税事業者が課税事業者になった方がよいかどうかは、ケースバイケースと言えるでしょう。

例えば美容院などでは、取引先の 100％が事業者でない個人であることが多く、その個人の仕

入税額控除を考える必要はありません。つまり、そのような美容院は免税事業者のままでも影

響がないと言えます。対して、例えば取引先の割合が、仕入税額控除を考える必要のない個人

が 80％で、仕入税額控除をする事業者が 20％であれば、課税事業者になるのは要検討となる

でしょう。インボイス制度の登録申請をした方がよいかどうか迷った場合には、税理士に相談

するとよいです。



◎ 第 10 回『お墓を建てて当てよう！キャンペーン』スタート！
今回は組合創立 10周年を記念し、合計 100 名様に賞品が当たります！

　第 10 回『お墓を建てて当てよう！プレゼ

ントキャンペーン』が 6月 1日にスタートし

ました。キャンペーン期間中に全国石製品協

同組合の加盟石材店でお募を建てられたお客

様を対象に抽選で素敵な賞品をプレゼントす

る大好評の企画で、今回は組合創立 10 周年
を記念して、合計 100 名様に賞品が当たり
ます。
　賞品は JCB ギフトカード 10 万円分が 1名

様、JCB ギフトカード 3 万円分が 3 名様、

QUOカード2,000円分が96名様となります。

　なお、ご応募できるお客様は、全石協発行

の保証書をお持ちの方が対象となりますの

で、ご注意ください。開催期間は、来年 5月
31 日（金） までです。
　詳細は事務局までお問い合わせください。

　公式的には、インボイス制度が開始する 2023 年 10 月 1日から制度の適用を受けるためには、

登録申請書の提出期限である 2023 年 3月 31 日までに登録申請をする必要があります。

　2023年 3月 31日の提出期限までに「困難な事情」により、登録申請書の提出が間に合わなかっ

た場合には、2023 年 9 月 30 日までに提出すれば 2023 年 10 月 1 日から登録を受けられるよ

うになっています。

　また、困難な事情については、その困難の度合いを問わないとされているので、基本的には

認められるのではないかと考えられます。もしも何らかの理由により登録が間に合わなかった

としても、その理由を記載して 2023 年 9月 30 日までに申請書を提出しましょう。

　登録申請自体は簡単で、時間もあまりかかりません。税理士に依頼しないでご自身で確定申

告をされている方は、忘れないように所得税の確定申告書の提出と同時に登録申請書の提出を

行うのもよいと思います。

　なお、2023 年 10 月 1日のインボイス制度開始日から登録事業者になるように申請した場合、

課税事業者になるのも 2023 年 10 月 1日からです。

　課税事業者になる場合、2023 年 10 月 1 日から適格請求書が発行できるように準備します。

例えば、レジや請求書発行システムなどを買い換える必要があるかもしれません。請求書をエ

クセルで作成している場合、請求書のフォーマットを変更する必要があります。　　
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お問い合わせ等は、☎ 03-5733-3776
〒 105-0012　東京都港区芝大門 2丁目 9番 14 号 5Ｆ
FAX：03-5733-3778 　　　E-mai：info@zenseki.or.jp　

https://zenseki.or.jp/　


